








・最終的にはIAS第39号全体に置き換わる
・複数の章に分けられている。現段階では金融資産の分類および測定に関する章のみが含まれる
・プロジェクトの第2および第3段階に関連する章、さらに金融負債および認識の中止の要件が今後追加される

・金融資産のカテゴリ数の削減。金融資産はすべて償却原価または公正価値で測定しなければならない
・IAS第39号の測定カテゴリの用語（満期保有、貸付金および債権、売却可能）は大部分が削除される

・企業のビジネスモデルの目的が、契約上のキャッシュ・フローを回収するための金融資産の保有にある
・金融資産の契約条件によって指定期日に元本および元本残高に対する金利をのみを返済するキャッシュ・フ  
 ローが生じる

・償却原価の条件を満たさない金融資産は公正価値で測定される
・当初認識において、指定により「会計上の不一致」が排除されるまたは大幅に削減される場合、企業は金融資
 産を損益を通じた公正価値による測定に指定することもできる
・公正価値で測定された金融資産の損益（ヘッジ関係を除く）はただ1つの例外を除き損益に表示される（以下
 の囲み部分を参照）

・持分商品への投資による損益をその他包括利益に表示する当初認識の選択は変更不可能
・但し、受取配当金は損益に認識される
・売買目的保有の資本性金融商品には使用できない

・減損方法は1つのみ（IAS第39号で必要とされた多数の方法とは対照的）
・残った減損方法は、IAS第39号に従って償却原価で測定した資産に対して現在必要とされる方法である
・当面の間、減損要件は引き続きIAS第39号の一部に含まれる。これらの要件はすでに適用できない側面を排
 除するために改訂されている（特に売却可能資産および原価で保有している資産の減損要件について）

・金融資産は、企業が金融資産を管理するビジネスモデルを変更した場合およびその場合に限り、再分類される
・適用ガイダンスではこのような変更は極めてまれであることを明確にしている

・2013年1月1日以降に開始する事業年度に有効
・早期適用が可能
・主として遡及適用される。しかしながら、2012年1月1日以前に開始する報告期間に適用した場合は、比較情  
 報に対する修正再表示の必要はない
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モーリシャス

モーリシャス政府による2009年財政法案の条項により、モーリシャスにおける会計要件が修正され、小

規模な国有企業がSME向けIFRSを選択できるようになります。同法案は現在モーリシャス議会による

制定を待っているところです。

フィリピン

SME向けIFRSは、フィリピン会計基準101「公的説明責任のない企業向け財務報告基準」に置き換わ

ることになります。フィリピンにおける適用日について、フィリピン国内の基準設定者からは、まだ公表

されていません。

欧州

2欧州委員会は、欧州におけるSME向けIFRSの使用に関する諮問書を公表しました。域内市場・サー

ビス総局は、現在行われている欧州における会計に対する会社法指令の見直しに関し、諮問書に対

する意見を考慮します。







2008年7月1日以降を発行日とする新しいIFRS基準およびIFRIC解釈指針

金融商品

最低積立要件に基づく年金費用の
前払い―IFRIC第14号の改訂

関連当事者についての開示

資本性金融商品による金融負債の
消滅

株主割当増資の分類（IAS第32号
の改訂）

中小企業向け国際財務報告基準

初度適用者に対する追加免除
（IFRS第1号の改訂）

IFRS第9号

IFRIC第14号

IAS第24号

IFRIC第19号

IAS第32号

SME向けIFRS

IFRS第1号

可（広範囲にわたる移行規則を適用）

可

可（基準全体または政府系企業に対する部分
免除のいずれか）

可

可

n/a

可

早期適用の可否基準または
解釈の正式名称

2013年1月1日

2011年1月1日

2011年1月1日

2010年7月1日

2010年2月1日

各管轄における承認後
すぐ

2010年1月1日

現金決済型株式報酬取引
（IFRS第2号の改訂）

IFRS第2号 可2010年1月1日

国際財務報告基準の初度適用
（2008年改訂）

IFRS第1号 可2009年7月1日

IAS第39号「金融商品：認識および
測定：適格なヘッジ対象」の改訂

IAS第39号 可2009年7月1日

非現金資産の株主への分配IFRIC第17号 可（ただし、IFRS第3号（2008年改訂）、IAS
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（IFRIC第17号により改訂）も適用しなければ
ならない）

2009年7月1日

企業結合（2008年改訂）IFRS第3号 可（ただし2007年6月30日以降に開始する期
間のみを対象とし、IAS第27号（2008年改
訂）も適用する）
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